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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

    ３ 第70期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

    ４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。   

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第70期 

第２四半期連結
累計期間 

第71期 
第２四半期連結

累計期間 
第70期 

会計期間 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（百万円）  110,405  123,021  254,952

経常利益（百万円）   10,968  8,815  26,531

四半期（当期）純利益（百万円）   9,584  6,531  25,686

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  4,819  3,423  22,575

純資産額（百万円）  69,854  89,828  87,600

総資産額（百万円）  234,039  254,079  253,126

１株当たり四半期（当期）純利益金額 

（円） 
 40.37  27.51  108.21

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円）  
 －  －  －

自己資本比率（％）  29.7  35.2  34.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 15,155  2,820  34,299

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △423  △755  △2,191

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △5,717  12,693  △22,249

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円） 
 37,438  51,713  38,383

回次 
第70期 

第２四半期連結
会計期間 

第71期 
第２四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年 
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 

（円） 
 24.12  7.63

２【事業の内容】
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  当第２四半期連結累計期間において、新たに識別した事業等のリスクは、次のとおりであります。  

  

  特定顧客への取引集中について 

  当社グループは国内外の主要な半導体メーカーに製造装置を納入しておりますが、この業界では生産能力増強な

らびに微細化対応に巨額の投資を必要とすることから一部の大手メーカーへの集約が進んできており、当社グルー

プの売上も特定の顧客に集中する傾向にあります。したがって、これら特定顧客の設備投資動向や特定顧客からの

受注動向によっては、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。  

  

 なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

  

(１)業績の状況 

当第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日～９月30日）における世界経済は、中国など新興国では内需拡大

を背景に景気は底堅く推移したものの、欧州の債務問題や米国の景気低迷などにより、世界的な景気減速懸念が高

まりました。わが国経済では、東日本大震災の影響により混乱していたサプライチェーンの修復が急速に進み、持

ち直しの動きも見られましたが、円高や海外経済の減速が企業活動に影響を及ぼすなど、予断を許さない状況が続

きました。 

当社を取り巻く事業環境では、半導体業界において、スマートフォンやタブレット型端末などの需要増加を背景

に、半導体メーカーの設備投資が前年同期に比べ増加しました。しかしながら、半導体製品の需給バランスの悪化

に加え、世界的な景気減速懸念の高まりにより、期間の後半には半導体メーカーにおいて設備投資抑制の動きが顕

著となりました。 

このような状況のなか、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績につきましては、主に半導体機

器事業が伸長したことにより、売上高は1,230億2千1百万円と前年同期に比べ126億1千5百万円（11.4％）増加しま

した。利益面では、製品販売価格の下落や研究費・人件費などの増加により、営業利益は90億円（前年同期比

18.5％減）、経常利益は88億1千5百万円（前年同期比19.6％減）となりました。また、特別損失において保有株式

の時価下落に伴う投資有価証券評価損を計上したことなどにより、四半期純利益は65億3千1百万円（前年同期比

31.9％減）となりました。 

  

セグメント別の業績概況は以下のとおりであります。 

  

（半導体機器事業：ＳＥ） 

半導体機器事業では、半導体メーカーの設備投資増加を受け、枚葉式洗浄装置を中心に半導体製造装置の売上が

前年同期に比べ増加しました。地域別では、アジア向けは減少しましたが、国内向けや米国向けが増加しました。

その結果、当セグメントの売上高は844億1千8百万円（前年同期比21.8％増）となりました。利益面につきまして

は、製品販売価格の下落や研究費・人件費などの増加により、営業利益は93億3千9百万円（前年同期比15.8％減）

となりました。 

  

（ＦＰＤ機器事業：ＦＥ） 

ＦＰＤ機器事業では、パネルメーカーの設備投資が低調であったため、ＦＰＤ製造装置の売上が前年同期に比べ

減少しました。その結果、当セグメントの売上高は144億4百万円（前年同期比17.5％減）、営業損失は10億5千9百

万円（前年同期は6億5千3百万円の営業利益）となりました。 

  

（メディアアンドプレシジョンテクノロジー事業：ＭＰ） 

  メディアアンドプレシジョンテクノロジー事業では、印刷関連機器は、国内向けは低調であったものの北米向け

にＰＯＤ装置が伸び、前年同期に比べ売上が増加しました。プリント配線板関連機器は、関連メーカーの設備投資

が低調となり、前年同期に比べ売上が減少しました。その結果、当セグメントの売上高は238億7千4百万円（前年

同期比2.3％増）となりました。利益面につきましては、コストダウンや固定費圧縮に努めたことにより、営業利

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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益は10億3千6百万円（前年同期は7億6千2百万円の営業損失）となりました。 

     

（その他事業） 

その他事業では、外部顧客への売上高が前年同期に比べ4百万円（1.5％）増加し、3億2千4百万円となりまし

た。 

  

(２) 財政状態及び資本の財源についての分析 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、受取手形及び売掛金の減少、社債発行に伴う現金及び預金の増加な

どにより、前連結会計年度末に比べ9億5千3百万円（0.4％）増加し2,540億7千9百万円となりました。 

負債合計は、支払手形及び買掛金や1年内返済予定の長期借入金の減少、社債の増加などにより、前連結会計年

度末に比べ12億7千5百万円（0.8％）減少し1,642億5千万円となりました。有利子負債につきましては、借換え資

金として190億円の社債を発行したことなどにより、前連結会計年度末に比べ141億8千8百万円（25.5％）増加し

697億7千8百万円となりました。また、有利子負債から現金及び預金を除いた純有利子負債は、前連結会計年度末

に比べ6億9千2百万円（4.4％）増加し162億9千6百万円となりました。 

純資産の部では、配当金の支払の一方で、四半期純利益を計上したことにより利益剰余金が増加し、また、保有

株式の時価下落および円高により、その他有価証券評価差額金、為替換算調整勘定がそれぞれ減少しました。その

結果、純資産合計は、前連結会計年度末に比べ22億2千8百万円（2.5％）増加し898億2千8百万円となりました。ま

た、自己資本比率は、前連結会計年度末の34.4％から0.8ポイント改善し35.2％となりました。なお、平成23年４

月22日開催の臨時株主総会において「資本準備金の額の減少および剰余金の処分の件」が承認可決されたことによ

り、資本剰余金が255億7千1百万円減少し、利益剰余金が同額増加しております。 

   

(３) キャッシュ・フローの状況 

    当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。  

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、減価償却費、売上債権の減少などの収入項

目が、仕入債務の減少、たな卸資産の増加、法人税等の支払いなどの支出項目を上回り、28億2千万円の収入（前

年同期は151億5千5百万円の収入）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、土地等の有形固定資産を売却した一方で、有形固定資産や子会社株式の

取得を行った結果、7億5千5百万円の支出（前年同期は4億2千3百万円の支出）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いや長期借入金、リース債務の返済の一方で、社債発行を

行った結果、126億9千3百万円の収入（前年同期は57億1千7百万円の支出）となりました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ133億3千万

円増加し、517億1千3百万円となりました。 

   

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

前期の有価証券報告書の「対処すべき課題」に記載のとおり、当社グループは平成23年４月より中期３カ年経

営計画「NextStage70」をスタートしております。前期の有価証券報告書ではその骨子のみ記載しておりました

が、東日本大震災による影響などを精査し、数値目標を含めその策定を完了いたしました。中期３カ年経営計画

「NextStage70」は以下のとおりであります。 

  

中期３カ年経営計画「NextStage70」 

Ⅰ はじめに 

当社グループは、リーマン・ショック以降の急激な業績悪化に対処すべく、約２年間にわたり損益分岐点売上

高の大幅な引き下げを目指した再建策に取り組み、前期に黒字転換を果たしました。しかしながら、前期の業績回

復は半導体関連市場の予想以上の回復に支えられた面もあり、引き続き「安定した収益構造の確立」、「新規事業

の創出」といった課題に取り組んでいく必要があると認識しております。 

かかる状況のなか、当社グループは、新たな飛躍を目指し「中期３カ年経営計画NextStage70」をスタートいた

しました。「NextStage70」では、「質の経営へ」を指針に、『収益構造確立と新たな成長への基盤づくり』を目

指します。 

当社はこの中期３カ年経営計画の最終年度に会社設立70周年を迎えます。３年後に目標を達成し、次なる新し

いステージを迎えられるよう、グループの総力をあげて取り組んでまいります。 

  

Ⅱ 基本方針 

収益構造確立と新たな成長への基盤づくり 

(1) 安定した収益構造の確立 
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 ・価格競争力の強化 

 ・高収益製品の強化と顧客価値創出型製品の育成 

 ・外部環境の変化に応じた事業構造転換力の強化 

(2) 新たな成長へ 

 ・新事業の展開へ開発投資を進め、新たな成長を目指す 

 ・グローバル化への基盤整備 

  

Ⅲ 数値目標 

「利益率の向上」および「資本効率の向上」を追求し、『自己資本比率』を高める。 

平成26年３月末 

自己資本比率  ：   50％以上 

純有利子負債  ：      0円以下 

平成23年４月から平成26年３月までの３カ年合計 

売上高      ：  8,000億円 

営業利益     ：   700億円 

当期純利益    ：   500億円 
  

研究開発費    ：    470億円 

設備投資     ：      350億円 

グループ人員計画： 最大5,000人  

  

Ⅳ 新たな成長への取り組み 

1. 既存事業のさらなる成長と新規事業の創出 

(1) 既存事業において新技術による深耕と拡大による成長 

 ・技術革新への対応に向け、半導体機器事業へ重点的開発投資 

 ・インクジェット技術のアプリケーション拡大 

(2) ３年以内に新分野での事業化を目指し、積極的な開発投資 

 ・新エネルギー分野（塗布技術を活用したリチウムイオン電池製造装置） 

 ・プリンテッドエレクトロニクス分野 （印刷・塗布技術とエレクトロニクスとの融合） 

2. グローバル化への基盤整備 

(1) リスクマネジメントの徹底と強化 

(2) 人事戦略 － グローバル人材の育成、人員適正化、人事制度改革 

(3) 財務・会計戦略 － 資金のグローバルレベルでの効率化、IFRS対応 

(4) IT戦略 － 情報システムの基盤整備とセキュリティの強化 

  

Ⅴ 事業別取り組み 

1. 半導体機器事業 

(1) 収益構造の改革（サプライチェーンマネジメントのさらなる充実） 

(2) 品質力の向上（販売、製品、サービスのすべてにおける品質向上） 

(3) 製品競争力の向上（次世代プロセスや高生産性など高付加価値製品の開発） 

2. ＦＰＤ機器事業 

(1) 事業構造の変革による収益性改善 

(2) 新規領域への展開 

3. メディアアンドプレシジョンテクノロジー事業 

(1) ＰＯＤ事業：製品ラインアップ充実、消耗品ビジネス拡大、販売チャネル強化 

(2) ＣＴＰ事業：価格競争力の高い製品を投入し業界No.1を堅持 

(3) ＰＥ事業  ：アジア市場において露光装置、検査装置ビジネスを拡大 

  

なお、中期３カ年経営計画における将来数値は、当社が中期３カ年経営計画策定時点において入手した情報および合理的と判断した

一定の前提に基づいており、今後の世界経済やエレクトロニクス業界の技術変化、半導体・フラットパネルの市況などにより、実際の業

績等と大きく異なる可能性があります。 

  

  

また、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。 

  

株式会社の支配に関する基本方針について 
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Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 当社は、株式を上場している者として、大規模買付者の行う大規模買付行為であっても、株主がこれを受け容れ

て大規模買付行為に応じるか否かは、最終的に株主の判断に委ねられるべきものであると考えております。しかし

ながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社グループの経営に直ちに大きな影響を与えうるだけの支配権

を取得するものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しておりま

す。それだけに、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を継続的に確保、向上させていくことができる者であることが必要であると認識して

おります。このため、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として相応しくない者が現れた場合に対す

る一定の備えを設ける必要があると考えております。 

  

Ⅱ 基本方針の実現に資する特別な取り組み 

1. 当社の企業価値の源泉について 

 当社は、明治元年に京都で創業した銅版印刷業「石田旭山印刷所」をルーツとしております。創業者（現会長石

田明の曾祖父）は京都の社寺、風景画を主とする版画家でしたが、京都の歴史や文化をより多くの人々に伝えるた

め印刷業を興しました。しかし、写真の印刷は手描きの版画では写真階調の再現が不可能であったため、当時は高

価な輸入品しかなかった「写真製版用ガラススクリーン」の国産化に挑みました。「日本の文化と産業の発展に写

真印刷技術は欠かせない」という創業者の強い思いが、国産初のガラススクリーン製造技術の事業化につながり、

昭和18年、ベンチャー企業として、当社が設立されました。 

 その後、当社は、設立以来、写真製版用ガラススクリーンの製造で培われてきたコア技術『フォトリソグラフィ

ー（注1）』を応用展開することで、印刷関連機器分野から半導体製造装置やフラットパネルディスプレー製造装

置などのエレクトロニクス分野へ事業展開を果たしてまいりました。現在では、創業の印刷関連分野における印刷

版出力装置をはじめ、半導体分野でのシリコンウエハー洗浄装置、フラットパネルディスプレー分野での大型ガラ

ス基板対応の製造装置など、複数の製品において世界トップシェアの地位を得るに至っております。 

 当社の経営理念は、コア技術を基礎に新しい事業や技術、製品の創造に常にチャレンジする「思考展開」にあり

ます。この理念は、IT化、デジタル化の進む今日におきましても、環境に配慮したオンデマンドデジタル印刷シス

テムや最先端の半導体・フラットパネルディスプレー製造装置の開発にしっかりと根付き、時代の環境変化を新た

なチャンスに変えていく精神として脈々と受け継がれています。 

 このように、当社の企業価値は、中長期的な視点に立ちつつ、時代の環境変化に素早く対応し、フォトリソグラ

フィーをコア技術として社会から求められる製品群を開発、製造してきた総合的な技術力によって確保、向上され

るべきものであり、また、それを支える顧客、取引先、従業員等の一体性こそが、当社の企業価値の源泉であると

考えております。 

（注1）フォトリソグラフィーとは、写真現像技術を応用して微細なパターンを形成する技術をいいます。 

  

2. 企業価値向上のための取り組みについて 

 当社は、上記の経営理念「思考展開」に加え、企業理念として『未来共有（未来をみつめ社会の期待と信頼に応

える）』、『人間形成（働く喜びを通じて人をつくる）』、『技術追究（独自技術の追究と技術の融合を推進す

る）』を標榜し、全従業員参加による活力ある企業体質への変革を目指すとともに、株主、顧客、取引先にとどま

らず、地域社会との調和や環境にも配慮し、事業活動に取り組んでおります。さらに、経営ビジョンとして「Fit 

your  needs,  Fit  your  future（期 待 に 応 え て、未 来 を 形 に・・・）」を 掲 げ、“Challenge・Change・

Collaboration＋ONE”の姿勢のもと、革新的なソリューションの提供を通じて、社会に新たな価値を創造し、ステ

ークホルダーの皆様とともに、未来を共有できる企業を目指しております。 

 また、当社グループは、上記の企業価値の源泉を生かし、企業価値をさらに高めるために中期3ヵ年経営計画

『NextStage70』（平成24年3月期～平成26年3月期）に取り組んでおります。この経営計画では、「ダウンサイド

における収益性の確保」および「純資産の回復（自己資本比率の向上）」を経営目標に、「安定した収益構造の確

立」と「新たな成長への基盤づくり」に注力してまいります。当社グループは、この経営計画にグループ一丸とな

って取り組むことにより、すべてのステークホルダーの利益を追求し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の

向上を図ってまいります。 

  

3. コーポレート・ガバナンスの強化について 

 当社は、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組むことにより、企業経営における透明性、健全性、効率性を

追求し、すべてのステークホルダーの利益の確保を目指しております。そのために内部統制機能や環境、安全経営

の充実を重要な経営課題と位置付け、これらを推進しております。 

 当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するために取締役の任期を1年とし、経営の客観性

を維持するために社外取締役を選任しております。経営の効率性と業務執行機能の強化を目的として、執行役員制
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および社内カンパニー制を導入しております。 

 また、当社は、監査役制度を採用しており、監査役は、取締役会などの重要な会議への出席のほか、各事業所や

グループ会社の監査を行うことにより、取締役の業務執行の適法性、妥当性について確認、検討を行っておりま

す。 

  

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取り組み（本施策）  

 当社は、平成23年6月28日開催の当社第70回定時株主総会において、株主の皆様のご承認に基づき、「大規模買

付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入いたしました（注2）。 

1. 本施策の概要 

 本施策は、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注3）の買付行

為、または結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（取引所有価証

券市場における買付け、公開買付け、その他具体的な買付方法の如何を問いませんが、当社取締役会が予め同意し

たものを除きます。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模買付

者」といいます。）が生じた場合に、大規模買付者が従うべき大規模買付ルール（後記2.）と、大規模買付行為に

対して当社がとりうる大規模買付対抗措置（後記3.）から構成されております。なお、ここでいう特定株主グルー

プとは、①当社株券等の保有者（注4）およびその共同保有者（注5）、または②当社株券等の買付け等（注6）を

行う者およびその特別関係者（注7）をいい、議決権保有割合とは、特定株主グループが上記①の場合においては

当該保有者の株券等保有割合（注8）をいい、特定株主グループが上記②の場合においては当該大規模買付者およ

び当該特別関係者の株券等保有割合（注9）の合計をいいます。 

 本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に対し、株主の皆様および当社取締役会によ

る判断のための情報提供（後記2.(1)）と、当社取締役会による検討、評価の期間の付与（後記2.(2)）を要請して

おります。 

 次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、会社法その他の法令および当社定款によって認められる相

当な対抗措置の発動を決議しうることを前提として（後記3.(1)）、その発動の要件を、大規模買付者が大規模買

付ルールを順守しない場合または大規模買付行為によって当社の企業価値ひいては株主共同の利益が著しく毀損さ

れる場合に限定することといたしました（後記3.(2)(3)）。 

（注2）当社は、「大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を平成19年6月27日開催の当社第66回定時株

主総会において導入いたしました。また、平成21年6月25日開催の当社第68回定時株主総会において継続

導入しておりましたが、平成23年6月28日開催の当社第70回定時株主総会終結の時をもって有効期間満了

を迎えたことから、有効期間を2年から3年に変更した上で、再導入いたしました。 

（注3）金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。以下、同じとします。 

（注4）金融商品取引法第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項にもとづき保有者とみなされる者

を含みます。以下、同じとします。 

（注5）金融商品取引法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項にもとづき共同保有者とみな

される者を含みます。以下、同じとします。 

（注6）金融商品取引法第27条の2第1項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるもの

を含みます。以下、同じとします。 

（注7）金融商品取引法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます。以下、同じとします。 

（注8）金融商品取引法第27条の23第4項に規定する株券等保有割合をいい、当該保有者の保有株券等の数（同項

に規定する保有株券等の数をいいます。）も計算上考慮されるものとします。 

（注9）金融商品取引法第27条の2第8項に規定する株券等保有割合をいいます。 

  

2. 大規模買付ルール 

(1) 取締役会に対する情報提供 

 大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、株主の皆様の判断および当社取締役会とし

ての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本情報」といいます。）を書面で提供していただきます。これ

は、当該大規模買付行為に関し、当社取締役会が適切な検討、評価を行い、かつ株主の皆様が適切な判断を行うこ

とを目的としております。 

 具体的には、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付者

の名称、住所または本店所在地、代表者の氏名、国内連絡先、設立準拠法（外国法人の場合）および提案する大規

模買付行為の概要を明示した、大規模買付ルールに従う旨の意向表明書を提出していただきます。当社代表取締役

は、かかる意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供していただく本情報のリストを当該大規

模買付者に対して交付します。本情報の一般的項目は以下のとおりです。  
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① 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の概要（沿革、役員構成、主要業務、主要

株主、グループ組織図、直近3ヵ年の有価証券報告書またはこれに相当する書面、連結財務諸表を含む。） 

② 大規模買付行為の目的および具体的内容 

③ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の株券等保有割合および保有株券等の数 

④ 大規模買付行為における当社株券等の取得価格の算定根拠、取得資金の裏付け、ならびに資金調達の具体的内

容および条件 

⑤ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）が当社グループの経営権を取得した場合に

おける、経営方針、経営計画、事業計画、財務政策、資本政策、配当政策、経営権取得後3年間の経営・財務諸

表の目標数値および算出根拠、ならびに役員候補者およびその略歴 

⑥ 大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）と当社グループの主要取引先との間の従前

の取引関係および競合関係 

⑦ 大規模買付行為実行後における、大規模買付者のグループ内における当社グループの役割 

⑧ 当社グループの従業員、主要取引先、顧客、地域社会その他の当社グループの利害関係者との関係について、

大規模買付行為実行後に予定する変更の内容 

⑨ 現金以外の対価をもって大規模買付行為を行う場合における対価の価額に関する情報 

⑩ 大規模買付者が提供する本情報を記載した書面の記載内容が重要な点において真実かつ正確であり、重要な事

実につき誤解を生ぜしめる記載または記載の欠落を含まない旨の、責任者による宣誓 

  

 大規模買付者が当初に提出した情報だけでは本情報として不十分であると認められる場合は、当社取締役会が、

大規模買付者に対し、十分な本情報が揃うまで追加的に情報提供を求めることがあります。 

 なお、大規模買付者が出現したことを当社取締役会が認識した場合はその事実を、また、本情報を受領した場合

はその受領の事実を直ちに株主の皆様に開示いたします。大規模買付者が提出した本情報の内容等については、株

主の皆様の判断に必要かつ適切と認められる範囲において、必要かつ適切と認められる時点で、その全部または一

部を開示いたします。 

  

(2) 取締役会における検討および評価 

 当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対する本情報の提供を完了したと判断した場合は、その旨なら

びに下記の取締役会評価期間の始期および終期を直ちに大規模買付者に通知するとともに株主の皆様に開示いたし

ます。当社取締役会は、当該通知の発送日から60日間（大規模買付行為が、対価を現金のみとする公開買付けによ

る当社全株式の買付けの場合）または90日間（その他の大規模買付行為の場合）を、当社取締役会による検討、交

渉、意見形成および代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。この

期間が経過するまでは、大規模買付者には、大規模買付行為を行わないこととしていただきます。これは、当社の

企業価値ひいては株主共同の利益のため、当社取締役会に、本情報の検討および評価、大規模買付者との交渉およ

び協議、大規模買付行為に関する意見形成、株主の皆様に対する代替提案の作成および提示等を行う機会を与えて

いただくためです。 

 当社取締役会は、取締役会評価期間中、独立委員会の勧告、外部専門家等の助言を受けながら、提供された本情

報の検討および評価を行い、当該大規模買付行為または当該大規模買付者の提案に係る経営方針等についての当社

取締役会としての意見を慎重に取り纏め、大規模買付者に通知するとともに、適時かつ適切に株主の皆様に公表い

たします。 

  

(3) 独立委員会 

 当社取締役会は大規模買付ルールを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するた

めの機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は3名以上7名以下とし、公正で中立的な判断を可能

とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、社外監査役または社外有識者の中か

ら選任いたします(注10)。 

 取締役会評価期間中、当社取締役会は、本情報および本情報の取締役会による評価および分析結果を独立委員会

に提供いたします。独立委員会は、取締役会の諮問にもとづき、取締役会による評価、分析結果および外部専門家

の意見を参考にし、また、判断に必要と認める情報等をみずから入手、検討して、①大規模買付者が提供する情報

が十分なものであるか、②大規模買付者が大規模買付ルールを順守しているか、③大規模買付対抗措置の発動要件

を満たしているか、④大規模買付対抗措置の発動の是非等に関して株主の皆様の意思を確認すべきか否か、⑤その

他取締役会が判断すべき事項のうち、取締役会が独立委員会に諮問した事項について、取締役会に勧告いたしま

す。 

 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取り纏めて公表いたし

ます。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉および協議を行
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い、当社取締役会として、株主の皆様に対し、当社グループの経営方針等についての代替的提案を提示することも

あります。 

（注10）平成23年6月28日開催の当社取締役会で以下の方々が独立委員会委員に選任されております。 

   長田豊臣（学校法人立命館理事長）、立石義雄（当社社外取締役）、伊佐山建志（同）、松本徹（同）、

城田秀明（当社社外監査役）、森幹生（同） 

  

(4) 株主意思の確認 

 独立委員会において、大規模買付対抗措置の内容およびその発動の賛否に関し、株主の皆様の意思を確認すべき

旨を当社取締役会に勧告した場合、当社取締役会は、株主意思の確認手続として、株主意思確認総会における株主

投票を実施いたします。株主意思確認総会は、定時株主総会または臨時株主総会とあわせて開催する場合もありま

す。 

 株主意思の確認を行う場合は、当社取締役会は、速やかに、投票権を行使できる株主を確定するための基準日

（以下「投票基準日」といいます。）を定め、当該基準日の2週間前までに公告を行います。株主意思の確認手続

において投票権を行使することができる株主は、投票基準日の最終の株主名簿に記載または記録された株主とし、

投票権は議決権１個につき１個とします。 

 なお、株主意思確認総会にあたっては、当社取締役会は上記(2)に定める大規模買付行為等に関する当社取締役

会としての意見を、改めて投票基準日現在の株主の皆様に提示いたします。 

 株主意思の確認は、株主意思確認総会における出席株主の投票権の過半数によって決するものとします。当社取

締役会は、投票結果その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに開示いたします。 

  

(5) 取締役会の決議 

 当社取締役会は、(3)に定める独立委員会の勧告を最大限尊重し、または(4)に定める株主意思確認総会の決定に

従って、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上という観点から速やかに大規模買付対抗措置の発動

または不発動の決議を行います。 

 当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が大規模買付対抗措置の発動であるか不発動であるか

を問わず、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに開示いたします。 

  

(6) 大規模買付対抗措置の中止または発動の停止 

 当社取締役会は、上記(5)の手続に従って大規模買付対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、大

規模買付者が大規模買付行為に係る条件を変更した場合や大規模買付行為を中止した場合等、当該決議の前提とな

った事実関係等に変動が生じた場合には、改めて独立委員会に諮問した上で再度検討を行い、独立委員会の勧告を

最大限尊重した上で、大規模買付対抗措置の中止または発動の停止に関する決議を行うことができるものとしま

す。 

 当社取締役会は、かかる決議を行った場合、直ちに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項に

ついて、大規模買付者に通知するとともに株主の皆様に開示いたします。 

  

3. 大規模買付対抗措置 

(1) 大規模買付対抗措置の内容 

 大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規模買付行為を行った場合等、後記(2)に述べ

る一定の大規模買付対抗措置の発動の要件をみたす場合は、当社取締役会は、新株予約権の発行等、会社法その他

の法令および当社定款によって認められる相当な大規模買付対抗措置を決議することができるものとします。 

 具体的な大規模買付対抗措置として株主の皆様に対する無償割当の方法によって新株予約権を発行する場合、そ

の新株予約権には、一定割合以上の議決権保有割合の特定株主グループに属さないことなどの行使条件を付する場

合があります。なお、機動的に新株予約権の発行ができるよう、新株予約権の発行登録書を提出する場合がありま

す。 

  

(2) 大規模買付対抗措置の発動の要件 

 当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議することができるのは、次の各号に定める要件を具

備する場合に限ります。 

① 大規模買付者が意向表明書を当社取締役会に提出せず、またはその他大規模買付ルールに定める十分な情報提

供を行うことなく大規模買付行為を行った場合、大規模買付者が取締役会の評価期間が経過する前に大規模買

付行為を行った場合、その他大規模買付者が大規模買付ルールを順守しなかった場合は、当社取締役会は、大

規模買付対抗措置の発動を決議することができるものとします。 

② 大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合は、当社取締役会が、意向表明書および本情報の内容を検
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討、評価した結果、当該大規模買付行為に反対の意見を有するに至ったときでも、当該大規模買付行為につき反対

意見を表明し、または当社グループの経営方針等について当社取締役会としての代替的提案を提示することは

あっても、原則として大規模買付対抗措置の発動を決議いたしません。当該大規模買付行為に応じるか否か

は、株主の皆様において、当該大規模買付行為および当社取締役会が提示する当該大規模買付行為に対する意

見、代替案等をご考慮の上、判断いただくことになります。 

   ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合であっても、大規模買付行為が当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく毀損すると判断されたときは、当社取締役会が相当な大規模買付対抗措置の発

動を決議することを否定するものではありません。具体的には、次の各号のいずれかの類型に該当する場合に

は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損する大規模買付行為に該当するものと考えます。 

(i)  当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、 

   株価をつり上げて高値で株券等を会社関係者に引き取らせることにある場合（いわゆるグリーンメイラ

ーの場合）。 

(ii) 当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、主として、当社の事業経営上必要な不動産、動産、知

的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先、顧客等その他の当社の資産を当該大規模買付行為に

係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）に移譲させること（いわゆる焦土化経営）にある場

合。 

(iii) 当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、主として、当社の資産の全部または重要な一部を当該

大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の債務の担保や弁済原資として流用

することにある場合。 

(iv) 当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社

の所有する不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当

をさせるか、または一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株券等の高価売り抜けをすること

にある場合。 

(v)  最初の買付けで全株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明

確にしないで、公開買付けを行うなど、株主に株式の売却を事実上強要する恐れのある買付行為である

場合。 

(vi) 大規模買付者による支配権取得および支配権の取得後における当社の顧客、従業員その他の利害関係者

の処遇方針等により、当社の株主はもとより、顧客、取引先、従業員その他の利害関係者の利益を含む

当社の企業価値の毀損の恐れまたは当社の企業価値の維持および向上を妨げる恐れがあると合理的な根

拠をもって判断される場合。 

(vii) 買付けの条件（対価の価額・種類、買付けの時期、買付方法の適法性、買付実行の蓋然性、買付後にお

ける当社従業員、取引先、顧客その他利害関係者の処遇方針等を含む。）が当社の企業価値の本質に鑑

み不十分または不適当な買付けである場合。 

  

(3) 大規模買付対抗措置の発動の手続 

 当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議するにあたっては、当社取締役会の判断の客観性お

よび合理性を担保するため、独立委員会の意見、勧告を最大限尊重し、当社監査役会の賛同を得るものとし、株主

意思確認総会の決定がある場合には当該決定に従います。 

  

4. 本施策の有効期間ならびに廃止および変更 

 本施策の有効期間は、平成23年6月28日開催の当社定時株主総会から平成26年6月に開催予定の当社定時株主総会

終結の時までとします。 

 また、本施策の有効期間満了前であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上の観点から、

関係法令の整備等の状況を踏まえ、本施策を随時見直し、定時株主総会もしくは臨時株主総会において本施策を廃

止もしくは変更する旨の決議が行われた場合、または当社取締役会において本施策を廃止もしくは変更する旨の決

議が行われた場合には、本施策は廃止または変更されるものとします。この場合には、当該廃止または変更の事実

および変更の内容等その他当社取締役会が適切と認める事項について、株主の皆様に開示いたします。 

なお、平成26年6月に開催予定の当社定時株主総会終結時以降における本施策については、必要な見直しをした

上で、本施策の継続、または新たな内容の施策の導入に関して株主の皆様の意思を確認させていただく予定です。

  

Ⅳ 本施策の合理性について 

1. 本施策が基本方針に沿うものであること 

 本施策は、大規模買付ルールおよび大規模買付対抗措置について定めるものです。 

 本施策は、大規模買付者が大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供すること、
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および取締役会評価期間が経過した後にのみ大規模買付行為を開始することを求め、大規模買付ルールを順守しな

い大規模買付者に対して当社取締役会が対抗措置を発動することがある旨を明記しております。 

 また、大規模買付ルールが順守されている場合であっても、大規模買付者の大規模買付行為が当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なうものと当社取締役会が判断した場合には、大規模買付者に対して当社取締役

会は当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守るために適切と考える対抗措置を発動することがある旨を明記し

ております。 

 このように本施策は、基本方針の考え方に沿うものであるといえます。 

  

2. 本施策が当社株主の共同の利益を損なうものではないこと 

 前記Ⅰで述べたとおり、基本方針は、当社株主の共同の利益を尊重することを前提としております。本施策は、

基本方針の考え方に沿って設計され、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や

当社取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会の提供を保障することを目的としております。本施策によ

って、当社株主および投資家の皆様は適切な投資判断を行うことができますので、本施策が当社株主の共同の利益

を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであると考えております。 

 さらに、株主の皆様の承認を本施策の発効の条件としていることに加え、当社の取締役の任期は1年ですので、

本施策の有効期間中であっても、取締役の選任を通じて株主の皆様の意向を示していただくことも可能です。ま

た、本施策はデッドハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお廃止できず、また発

動を阻止できないため、株主の権利行使が不当に制限される買収防衛策）やスローハンド型の買収防衛策（取締役

会の構成員の交代を一度に行うことができないことにより、廃止するまたは発動を阻止するために時間を要する買

収防衛策）ではありません。このように、株主の皆様が望めば本施策の廃止も可能であることは、本施策が当社株

主の共同の利益を損なわないことを担保していると考えております。 

  

3. 本施策が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

 本施策は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきであることを大

原則としながら、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの順守の要

請や大規模買付対抗措置の発動を行うものです。本施策は当社取締役会が大規模買付対抗措置を発動する条件を事

前かつ詳細に開示しており、当社取締役会による大規模買付対抗措置の発動は本施策の規定に従って行われます。

当社取締役会は、単独で本施策の発効、延長を行うことはできず、株主の皆様の承認を要します。 

 また、大規模買付行為に関して当社取締役会が大規模買付対抗措置をとる場合など、本施策にかかる重要な判断

に際しては、必要に応じて外部専門家等の助言を得るとともに、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委

員で構成される独立委員会へ諮問し、当社取締役会は、同委員会の勧告を最大限尊重するものとしています。さら

に、必要に応じて、株主の皆様の意思を尊重するため、株主意思の確認手続を行うことができるものとしていま

す。本施策には、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続きを盛り込んでおります。 

 以上から、本施策が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えております。 

  

Ⅴ 本施策が株主および投資家に及ぼす影響について 

1. 大規模買付ルールが株主および投資家に及ぼす影響 

 大規模買付ルールは、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたって従うべきルールを定めたものにとどま

り、新株予約権その他の株券等を発行するものではありませんので、株主および投資家の権利利益に影響を及ぼす

ものではありません。 

 大規模買付ルールは、当社の株主をして、必要かつ十分な情報をもって大規模買付行為について適切な判断をす

ることを可能ならしめるものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保、向上に資するものと考えて

おります。 

 なお、大規模買付者が大規模買付ルールを順守するか否かにより、大規模買付行為に対する当社の対応が異なる

可能性がありますので、株主および投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。 

  

2. 大規模買付対抗措置の発動が株主および投資家に及ぼす影響 

 大規模買付対抗措置を発動した場合でも、当該大規模買付行為に係る特定株主グループの株主には、その法的権

利または経済的利益に損失を生ぜしめる可能性がありますが、それ以外の株主の法的権利または経済的利益には格

別の損失を生ぜしめることは想定しておりません。当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議した場合は、

法令および金融商品取引所規則に従って、適時に適切な開示を行います。 

 大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当の方法によって新株予約権の発行がなされる場合は、当社取締

役会で定めて公告する基準日における最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、その所有株式数に応じ

て新株予約権が割り当てられます。また、新株予約権の行使に際しては、株主には、新株を取得するために、所定
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の期間内に一定の金額の払込みを行っていただく必要があり、かかる手続を行わない場合は、当該株主の保有する

当社株式の価値が希釈化することになります。ただし、当社が新株予約権を取得し、これと引き換えに当社株式を

交付することができるとの取得条項が定められた場合において、当社が取得の手続を取ったときは、取得の対象と

なる新株予約権を保有する株主は、金銭を払い込むことなく当社株式を受領することになりますので、株主の皆様

が保有する当社株式の価値は希釈化されません（なお、この場合、かかる株主には、別途、特定株主グループに属

する者でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面を提出していただくことがあります。）。 

 なお、新株予約権の割当方法、新株予約権の行使の方法および当社による取得の方法の詳細等につきましては、

大規模買付対抗措置に関する当社取締役会の決定が行われた後、株主の皆様に対して情報の開示または通知をいた

しますので、その内容をご確認ください。 

  

3. 大規模買付対抗措置の発動の中止が株主および投資家に及ぼす影響 

 大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当の方法によって新株予約権の発行がなされる場合で、当該新株

予約権の無償割当を受けるべき株主が確定した後に、当社が、前記Ⅲ2.(6)に記載の手続等に従い、当該無償割当

を中止し、または無償割当された新株予約権を無償取得する場合には、1株当たりの株式の価値の希釈化は生じま

せん。したがって、1株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主および投資家の

皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性がある点にご留意ください。  

   

 本施策の詳細につきましては、インターネット上の当社ホームページ（http://www.screen.co.jp/ir/）に掲載 

の平成23（2011）年5月10日付「大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続導入のお知らせ」をご覧く

ださい。 

  

(５) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間は研究開発費として65億4千4百万円を投入いたしました。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 また、当第２四半期連結累計期間における当社グループの主要な研究開発成果は次のとおりであります。 

  メディアアンドプレシジョンテクノロジー事業では、プリント配線板関連機器において、複数波長の光を照射で

きる高輝度紫外線LED方式を採用した世界初の露光ヘッドと、新たに開発した自動搬送機構により、当社従来機に

比べ最大約5割の生産性向上を実現したプリント配線板用直接描画装置を開発いたしました。 

  

(６) 主要な設備 

当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画していた当連結会計年度の設備投資計画を84億円

から100億円に変更しております。この変更は、当社において、生産拠点の京滋地区集中リスクの低減および将来

への事業展開のため、熊本県上益城郡益城町に生産拠点用地を16億5百万円で取得する計画を追加したことによる

ものであります。（当該用地は、平成23年11月７日に取得しております。） 

  

なお、文中における将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 
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①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

   

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

   

  

   

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  900,000,000

計  900,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式  253,974,333  253,974,333

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

（各市場第一部） 

単元株式数1,000株 

計  253,974,333  253,974,333 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高 
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
   残高 
（百万円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 ―  253,974  ―  54,044  ―  ―
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 （注）１ 上記のほか自己株式が16,602千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.53%)あります。 

２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９)の所有株式数は信託業務に係るものであります。 

３ 下記のとおり大量保有報告書および変更報告書の写しを送付されておりますが、当社として当第２四半期会

計期間末現在における実質所有状況の確認ができないため、上記大株主の状況では考慮しておりません。 

  

  

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 日本マスタートラスト信託銀行 
 株式会社(信託口) 

 東京都港区浜松町２丁目11番３号  20,823  8.19

 日本トラスティ・サービス信託 
 銀行株式会社(信託口) 

 東京都中央区晴海１丁目８－11  17,893  7.04

 日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１丁目６番６号  10,170  4.00

 株式会社京都銀行 
 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町 

 700 
 6,730  2.65

 日本トラスティ・サービス信託 

 銀行株式会社(信託口９) 
 東京都中央区晴海１丁目８－11  5,922  2.33

 株式会社りそな銀行  大阪市中央区備後町２丁目２－１  4,562  1.79

 大日本スクリーン取引先持株会 

 シンクロナイズ 

 京都市上京区堀川通寺之内上る４天神北 

 町１－１ 
 4,267  1.68

 株式会社滋賀銀行  滋賀県大津市浜町１番38号  4,241  1.67

 大日本スクリーン製造従業員持 

 株会 

 京都市上京区堀川通寺之内上る４天神北 

 町１番地の１ 
 3,872  1.52

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  3,823  1.50

計 －  82,308  32.40

提出者（大量保有者） 報告義務発生日 
報告義務発生日現在の
保有株式数（千株） 

発行済株式総数に対する
保有株式数の割合（％）

 モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ 

 ー・インターナショナル・リミテッド 
 平成19年１月15日  8,136  3.20

 フィデリティ投信株式会社  平成20年11月28日  10,517  4.14

 野村アセットマネジメント株式会社  平成21年４月30日  10,830  4.26

 みずほ信託銀行株式会社  平成22年３月15日  9,357  3.68

 住友信託銀行株式会社  平成23年４月15日  5,350  2.11

 中央三井アセット信託銀行株式会社  平成23年４月15日  5,285  2.08

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  平成23年５月９日  12,801  5.04
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①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権１個)が含ま

れております。 

    ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式220株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  16,602,000
― 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 236,540,000  236,540 同上 

単元未満株式 普通株式    832,333 ― 1単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数          253,974,333 ― ― 

総株主の議決権 ―  236,540 ― 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

大日本スクリーン製造株式会社 

京都市上京区堀川通寺之内

上る４丁目天神北町１番地

の１ 

 16,602,000 ―  16,602,000  6.53

計 ―  16,602,000 ―  16,602,000  6.53

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

   

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 39,985 53,482

受取手形及び売掛金 70,979 62,742

商品及び製品 25,307 26,798

仕掛品 31,301 29,269

原材料及び貯蔵品 4,604 5,359

繰延税金資産 7,612 7,533

その他 4,739 3,902

貸倒引当金 △1,007 △1,015

流動資産合計 183,522 188,073

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 53,265 51,526

機械装置及び運搬具 29,019 29,172

その他 28,316 27,918

減価償却累計額 △69,901 △69,214

有形固定資産合計 40,699 39,401

無形固定資産   

その他 1,189 1,866

無形固定資産合計 1,189 1,866

投資その他の資産   

投資有価証券 22,184 19,057

その他 5,601 5,836

貸倒引当金 △71 △155

投資その他の資産合計 27,715 24,737

固定資産合計 69,604 66,006

資産合計 253,126 254,079
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 81,942 71,090

短期借入金 500 1

1年内返済予定の長期借入金 35,060 29,652

1年内償還予定の社債 2,500 2,500

リース債務 2,026 1,709

未払法人税等 2,242 1,592

設備関係支払手形 49 251

役員賞与引当金 68 28

製品保証引当金 6,059 5,889

受注損失引当金 336 339

資産除去債務 32 －

その他 17,313 13,976

流動負債合計 148,131 127,031

固定負債   

社債 7,000 26,000

長期借入金 3,633 5,953

リース債務 4,869 3,961

退職給付引当金 279 380

役員退職慰労引当金 110 125

資産除去債務 48 48

その他 1,453 748

固定負債合計 17,394 37,218

負債合計 165,526 164,250

純資産の部   

株主資本   

資本金 54,044 54,044

資本剰余金 30,154 4,583

利益剰余金 26,418 57,333

自己株式 △12,236 △12,239

株主資本合計 98,381 103,722

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,344 112

繰延ヘッジ損益 △41 △21

為替換算調整勘定 △12,566 △14,451

その他の包括利益累計額合計 △11,263 △14,360

少数株主持分 482 466

純資産合計 87,600 89,828

負債純資産合計 253,126 254,079
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 110,405 123,021

売上原価 78,260 90,143

売上総利益 32,144 32,877

販売費及び一般管理費 ※  21,101 ※  23,877

営業利益 11,043 9,000

営業外収益   

受取利息 35 48

受取配当金 159 229

持分法による投資利益 429 －

固定資産売却益 170 378

その他 413 345

営業外収益合計 1,207 1,001

営業外費用   

支払利息 938 743

為替差損 79 35

その他 265 407

営業外費用合計 1,282 1,185

経常利益 10,968 8,815

特別利益   

貸倒引当金戻入額 156 －

その他 2 0

特別利益合計 158 0

特別損失   

投資有価証券評価損 198 1,212

災害による損失 － 18

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 297 －

その他 － 5

特別損失合計 496 1,236

税金等調整前四半期純利益 10,629 7,578

法人税等 1,084 1,065

少数株主損益調整前四半期純利益 9,544 6,513

少数株主損失（△） △39 △17

四半期純利益 9,584 6,531
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,544 6,513

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,425 △1,232

繰延ヘッジ損益 △0 20

為替換算調整勘定 △2,299 △1,878

その他の包括利益合計 △4,725 △3,090

四半期包括利益 4,819 3,423

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,864 3,434

少数株主に係る四半期包括利益 △45 △10
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 10,629 7,578

減価償却費 2,903 2,435

持分法による投資損益（△は益） △429 2

投資有価証券評価損益（△は益） 198 1,212

退職給付引当金の増減額（△は減少） △82 100

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △39

製品保証引当金の増減額（△は減少） 389 △137

受注損失引当金の増減額（△は減少） △230 3

受取利息及び受取配当金 △194 △277

支払利息 938 743

売上債権の増減額（△は増加） △4,725 8,431

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,818 △1,716

その他の流動資産の増減額（△は増加） △248 282

仕入債務の増減額（△は減少） 18,772 △10,671

未払費用の増減額（△は減少） △92 △631

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,814 △2,673

その他 △7 △230

小計 16,811 4,412

利息及び配当金の受取額 196 290

利息の支払額 △941 △739

確定拠出年金制度への移行に伴う拠出額 △868 △57

法人税等の支払額 △41 △1,086

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,155 2,820

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △43 △191

有形固定資産の取得による支出 △559 △1,265

有形固定資産の売却による収入 288 1,363

投資有価証券の取得による支出 △6 △6

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △313

その他 △101 △341

投資活動によるキャッシュ・フロー △423 △755

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △497

長期借入れによる収入 － 3,000

長期借入金の返済による支出 △3,686 △6,259

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,025 △1,250

社債の発行による収入 － 18,895

自己株式の純増減額（△は増加） △1 △2

配当金の支払額 － △1,186

少数株主への配当金の支払額 △4 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,717 12,693

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,481 △1,426

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,533 13,330

現金及び現金同等物の期首残高 29,904 38,383

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  37,438 ※  51,713
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

  税金費用の計算 税金費用については、主として当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。た

だし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く

結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

連結決算日における受取手形の裏書譲渡高は下記の

とおりであります。 

 １ 手形割引高及び裏書譲渡高 

連結決算日における受取手形の裏書譲渡高は下記の

とおりであります。 

  

 受取手形裏書譲渡高 47百万円 

  

 受取手形裏書譲渡高 48百万円

  ２ 保証債務   ２ 保証債務 

 販売先のビジネスローン 0百万円 

 従業員住宅ローン 266  

  取引先のリース料支払 216  

  計 483  

 従業員住宅ローン 247百万円 

 取引先のリース料支払 151  

  計 398  
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．株主資本の著しい変動に関する事項 

 平成23年４月22日開催の臨時株主総会において「資本準備金の額の減少および剰余金の処分の件」が承認

可決されたことにより、資本準備金を26,636百万円減少し、その同額をその他資本剰余金に振り替えており

ます。また、増加後のその他資本剰余金を25,571百万円、別途積立金を28,500百万円減少し、それぞれ繰越

利益剰余金に振り替えております。この結果、資本剰余金が25,571百万円減少し、利益剰余金が25,571百万

円増加しております。 

  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費の主なものは以下のとおりで

あります。 

※ 販売費及び一般管理費の主なものは以下のとおりで

あります。 

 旅費交通費  776 百万円

 荷造運賃   1,437   

 役員退職引当金繰入額  20   

 役員賞与引当金繰入額  13   

 役員報酬  305   

 給与手当・賞与  7,843   

 研究費  1,100   

 減価償却費  1,305   

 広告宣伝費  268   

 退職給付費用  656   

 旅費交通費  874 百万円

 荷造運賃   1,620   

 貸倒引当金繰入額  109   

 役員退職引当金繰入額  21   

 役員賞与引当金繰入額  10   

 役員報酬  441   

 給与手当・賞与  8,830   

 研究費  1,717   

 減価償却費  1,099   

 広告宣伝費  233   

 退職給付費用  859   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年９月30日現在）  （平成23年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 38,696 百万円  

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△1,258

現金及び現金同等物 37,438

現金及び預金勘定 53,482 百万円  

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△1,768

現金及び現金同等物 51,713

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円）

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円）  

基準日 効力発生日 

平成23年６月28日 

定時株主総会  
普通株式  1,186 利益剰余金  5 平成23年３月31日 平成23年６月29日
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  

（注）１ ＳＥは、半導体製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。ＦＥは、ＦＰＤ

製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。ＭＰは、印刷関連機器およびプ

リント配線板関連機器の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。 

   ２ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウエアの開発、印

刷物の企画・製作、物流業務等の事業を含んでおります。 

３ セグメント利益又は損失（△）の調整額△104百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

４ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  

（注）１ ＳＥは、半導体製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。ＦＥは、ＦＰＤ

製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。ＭＰは、印刷関連機器およびプ

リント配線板関連機器の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。 

   ２ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウエアの開発、印

刷物の企画・製作、物流業務等の事業を含んでおります。 

３ セグメント利益又は損失（△）の調整額△275百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

４ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（単位：百万円）

  

報告セグメント（注１） 
その他 
（注２） 

合計 
調整額 
（注３） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注４） 

ＳＥ ＦＥ ＭＰ 計 

売上高                 

外部顧客への 

売上高 
  69,288  17,456  23,340    110,085  319    110,405    － 110,405

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

   －    －    －    －    3,647    3,647    △3,647    －

計  69,288    17,456    23,340    110,085 3,967  114,053  △3,647 110,405

セグメント利益 

又は損失（△）  
   11,095    653    △762 10,985 162  11,148  △104 11,043

（単位：百万円）

  

報告セグメント（注１） 
その他 
（注２） 

合計 
調整額 
（注３） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注４） 

ＳＥ ＦＥ ＭＰ 計 

売上高                 

外部顧客への 

売上高 
  84,418  14,404  23,874    122,697  324    123,021    － 123,021

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

   －    －    －    －    4,239    4,239    △4,239    －

計  84,418    14,404    23,874    122,697 4,563  127,260  △4,239 123,021

セグメント利益 

又は損失（△）  
   9,339    △1,059    1,036 9,316 △40  9,275  △275 9,000
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

   

  

 該当事項はありません。 

  

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

 １株当たり四半期純利益金額 円 銭 40 37 円 銭 27 51

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  9,584  6,531

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  9,584  6,531

普通株式の期中平均株式数（千株）  237,393  237,373

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月10日

大日本スクリーン製造株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 橋 本 克 己 ㊞ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 竹 内  毅  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 福 島 康 生 ㊞ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 葛 西 秀 彦 ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日本スクリー
ン製造株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月
１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四
半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  

監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大日本スクリーン製造株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現
在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。  
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【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役  領 内  修 

【本店の所在の場所】 京都市上京区堀川通寺之内上る４丁目天神北町１番地の１ 

【縦覧に供する場所】 大日本スクリーン製造株式会社東京支店 

（東京都千代田区九段南２丁目３番14号靖国九段南ビル） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



 当社代表取締役橋本正博及び最高財務責任者領内修は、当社の第71期第２四半期（自平成23年７月１日 至平成23

年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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